
─ 373 ─

広島大学大学院人間社会科学研究科紀要「教育学研究」第１号　2020　373－380

Ⅰ．盲ろう者の抱える困難と現行の支援

１．盲ろうの定義
　盲ろう（deafblind）とは，一般的に，視覚と聴覚
の双方に障害がある状態を指す。我が国においては，
盲ろうの法的な定義は未だ存在しておらず，単一の視
覚障害または聴覚障害に基づく制度運用上の基準が存
在しているのみである（前田 , 2010）。
　海外の一部の国においては，盲ろうは公的に定
義づけられている。英国の保健省（Department of 
Health）は，「盲ろう者は，視覚障害および聴覚障害

の双方が，コミュニケーション，情報の入手，移動を
困難にしている者を指す。これには，進行性の視覚お
よび聴覚障害を含む。」と定義づけている（Department 
of Health, 2014）。また，米国の個別障害者教育法に
おいては，盲ろうとは，「視覚障害および聴覚障害が
重複した状態を指し，それらがコミュニケーションを
極めて困難にすることや，その他の発達的・教育的ニー
ズが生じた結果，単一の視覚または聴覚障害児に向け
た特別支援教育のプログラムを適用できない状態」と
している。盲ろう者支援に先駆的に取り組んでいる英
国や米国における盲ろうの定義から，視覚障害および
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聴覚障害が重複することにより，それぞれの障害に対
する配慮や支援のみでは対応しきれない困難さがある
ことが窺える。
　この点について，福島・前田（2004）は，盲ろうに
は視覚障害と聴覚障害それぞれの障害を加えた困難
さだけではなく，盲ろう特有の困難さがあることを
指摘している。European deafblind indicators (2014) 
も同様に，盲ろうの状態を独特（unique）且つ複雑

（complex）であると言及している。これらの背景から，
独自の困難さやニーズがある盲ろう者の支援を充実さ
せるためには，まず盲ろうを法的に定義づける必要が
あることが指摘されている（松谷 , 2010；寺島・植村・
福島・山縣 , 2002）。
２．盲ろうの実態の多様さ
　視覚障害や聴覚障害それぞれの状態や受障時期
によって，個々の盲ろう者の実態は大きく異なる。
Table 1に示すように，障害の状態・程度によっては，
①全盲ろう（全く見えず全く聴こえない状態），②弱
視ろう（見えにくく全く聴こえない状態），③盲難聴

（全く見えず聴こえにくい状態），④弱視難聴（見えに
くく聴こえにくい状態）の４つのタイプに大別される

（東京盲ろう者友の会 , 2011）。

Table 1　視力・聴力の程度による盲ろうの分類

　また，Table 2に示すように，受障時期によっては，
①先天的（早期）盲ろう（先天的，あるいは乳幼児期
に視覚および聴覚障害になった者），②盲ベース盲ろ
う（先に視覚障害になり，その後聴覚障害になった者），
③ろうベース盲ろう（先に聴覚障害になり，その後視
覚障害になった者），④成人期（中途／後期）盲ろう

（成人期以降に盲ろうの状態になった者）の４つのタ
イプに大別される（東京盲ろう者友の会 , 2011）。先
天性盲ろうの中でも，盲ろうの状態になった際に，言
語を獲得していたか，視覚または聴覚による経験があ
るか，さらに基本的な人間関係の構築がなされていた
かにより状況は大きく異なることが指摘されている

（国立特別支援教育総合研究所 , 2009）。成人盲ろうに
おいても，幼い時期に視覚障害であったか，聴覚障害
であったかにより，コミュニケーション方法が異なり，
ニーズは多様である（国立特別支援教育総合研究所 , 
2009）。

Table 2　視覚・聴覚障害受障時期による盲ろうの分類
（国立特別支援教育総合研究所 , 2009を元に作成）

３．盲ろう者の抱える困難さ
　盲ろう者は多くの困難さを抱えているが，中でも「コ
ミュニケーション」「情報の入手」「移動」に関わる困
難は盲ろう者にとっての三大困難と言われている。
（１）コミュニケーション
　コミュニケーションは，盲ろう者の三大困難の中で
も中核をなす。特に，コミュニケーション手段の習得
は重要な課題である。残存視力や残存聴力に応じて，
コミュニケーション手段を習得する必要がある。
　我が国における盲ろう者が使用するコミュニケー
ション手段は主に９種類ある（Table 3）。それぞれの
盲ろう者が使用する手段は，視覚または聴覚障害の状
況や受障時期，教育歴等によって様々である。また，
それぞれの手段には速度や規模に特性があり，場面に
よって使い分ける盲ろう者も多い。

Table 3　盲ろう者のコミュニケーション手段（東京
盲ろう者友の会 , 2011）

（２）移動
　特に盲ろう者の単独移動に関しては，視覚障害者
や聴覚障害者と異なることが指摘されている（慎 , 
2013）。全盲ろうの場合には，慣れた場所であっても
単独での安全確保は難しい場合がある。車の往来が
はっきりと分からず，風圧や振動，におい等のごくわ
ずかな環境情報しか利用できず，安全な単独歩行は大
変難しい（前田 , 2008）。また，触手話や指点字，手
書き文字等をコミュニケーション手段として使用する
盲ろう者の場合には，移動しながら環境情報を得るこ
とが難しく，不安を感じながら受動的な移動をしてい
る可能性も指摘されている。また，周囲の環境把握が
難しいことで，移動に対するモチベーションが低くな
り，そのことがさらなる活動の制限を生じさせる可能
性がある (Gense & Gense, 1999)。
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（３）情報の入手
　全盲ろうの場合は，視覚や聴覚を通した情報入手は
極めて困難である（愼 , 2013）。また，盲ろう者の多
くは，最低限の会話と情報入手のみで生活を強いられ
る可能性が高いとされている（小林・小田・加藤・中
澤・福島・門川・矢田・二階堂 , 1997）。
　近年では，支援機器の活用による情報入手の困難軽
減に関する研究が行われている（大河内・中野・前田・
井手口・苅田 , 2005；杉田 , 2009）。東京盲ろう者支
援センター等においても，盲ろう者に向けたパソコン
指導やインターネット講習会が定期的に開催されてい
る。
　一方で，パソコンや携帯電話の利用時には墨字や点
字の使用が必要であり，文字習得のための教育を受け
た経験のない重複障害者（盲ろうに加えて他の障害を
併せ有する者）や，中途失明したために点字を習得し
ていない者は利用できないという問題点が指摘されて
いる（愼 , 2013）。
４. 社会参加支援
　盲ろう者の社会参加を促進するための公的支援とし
て，「盲ろう者通訳・介助員派遣事業」（以下，通介員
派遣事業）がある。本事業の目的は，①三大困難につ
いて自由を保障すること，②盲ろう者が自身の責任と
判断において自己決定のための支援を行うこと，とさ
れている（福島 2008）。愼（2005）によれば，盲ろう
者の情報入手は，家族や通介者を通したものが多く，
多くの盲ろう者にとって通介者の存在が欠かせないこ
とが指摘されている。
　一方，自治体ごとで本制度の利用可能場面に制限が
ある。例えば，通勤や営業活動には本制度を利用でき
ない自治体が多く存在する他，就労そのものに利用で
きない自治体がほとんどである。さらに，自治体ごと
に支援サービスの利用時間に制限があり，十分に支援
を得られていない事例も多い。また，盲ろう者の中に
は，利用可能な制度の存在すら知らない者や，利用申
請の際のコミュニケーション手段をもたない者も多
く，制度の利用状況は十分とは言えない現状がある（前
田 , 2010）。
　以上のように，盲ろう者特有の困難さを軽減するた
めに，通介員派遣事業が実施されてきているが，盲ろ
う者の社会参加を促進する上では不十分な点がある。
そのため，具体的な社会参加の事例から，それぞれの
社会参加に対してどのような支援が不足しているのか
を検討し，ニーズに応じた支援の充実を図っていく必
要がある。本稿においては，就労を社会参加の一つの
形態とみなし，その現状と課題を整理する。

Ⅱ．盲ろう者の就労の実態

　国内外問わず，盲ろう者の就労に関する研究は少な
く，その現状についてはほとんど明らかになっていな
い。そこで，本稿においては，国内外における盲ろう
者の就労に関する実態調査の結果，および具体的な就
労事例を収集し，整理する。それらを踏まえて，我が
国の盲ろう者の就労実現に向けた展望について論じ
る。なお，盲ろう者の就労の形態として，一般就労，
福祉的就労，自営業があるが，本稿においては特に，
一般就労および自営業に焦点を当てて論じていく。
１．我が国における就労の実態と就労事例
　「平成24年障害者総合福祉推進事業盲ろう者に関す
る実態調査」によれば，我が国における盲ろう者は約
14,000名であり，そのうち2,490名が労働年齢と推定さ
れている。本調査に回答した労働年齢の盲ろう者676
名のうち，99名が「就労（正職員でないものも含む）」，
370名が「家庭内で過ごしている」と回答した。
　「平成16・17年度盲ろう者生活実態調査報告書」では，
現在の職業として「あん摩マッサージ指圧師，はり師，
きゅう師（以下，理療師）」と回答した者が11%で最
も多かった。高橋（2018）は，理療師が，盲ろうの状
態になっても継続できる可能性が高いとし，理療教育
課程を設置している特別支援学校（視覚障害）および
養成施設に対し，指導上の配慮や就労状況の実態を調
査している。その結果，回答のあった57校のうち27校
は盲ろう者を受け入れた経験があり，1995年から2015
年の間に76名の盲ろう者が卒業していたことが明らか
になった。また，高橋は，調査を実施した全ての学校
に対して，盲ろう者に向けた支援の種類を尋ねたとこ
ろ，講義においては，「副教材の提供」（37校），「見や
すい席」（16校），「支援機器の貸し出し」（13校），「ICT
機器の活用」（９校），「補助教員の配置」（３校），「視
聴覚教材の活用」（１名）が挙げられたが，「特になし」
と回答した学校も11校あった。実技においては，支援
として，「マイク（の使用）」（９校），「補助教員配置」（６
校）等が挙げられたが40校が「特になし」と回答した。
また，就労した職種においては開業や治療院，訪問マッ
サージと回答した者が多かった。高橋（2018）は，こ
の理由として，移動やコミュニケーションを支援する
者がそばにいることを指摘している。以上のことから，
一定数の盲ろう者が理療師として就労しているが，就
労先で得られている具体的な支援については今後検討
が必要である。
　松谷（2009，2010, 2015）は，アッシャー症候群の
盲ろう者の就労に焦点を当て，その現状を整理してい
る。松谷（2009）は，25年間正職員として就労継続し
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ている盲ろう者を対象に，職場における取り組みを調
査している。本事例は，金属製品加工やアクリル製品
加工製造等を主な事業として行っている会社におい
て，機器の梱包作業を行っていた。雇用者は，障害者
雇用を積極的に行っており，配慮として，①照明類を
高照度化，②フォークリフト運行がわかるカードの提
示，③車いすでの移動可能なスペース作り等のバリア
フリー化，④触覚，残存視力の活用できる業務内容，
⑤手話のできる職員の配置による情報保障を実施して
いた。また，松谷（2009）は，徐々に視力が低下する
中で，就労を継続できている要因として，①歩行訓練
を受けたこと，②通勤可能範囲内に居住したこと，③
余暇活動を行っていること，④電子メールを使用し外
部との交流を行なっていること等，盲ろう者自身が努
力を重ねていたことを指摘している。
　松谷（2010）は，視覚障害の進行により以前の職場
を離職した後に，正職員（障害者雇用）として就労し
ている事例を調査している。本事例は，パソコンを使
用してデータ入力とデータ照会業務を行なっている。
雇用者の配慮として，①障害職員に対する個々の相談
員の配置，②手話勉強会の実施，③玄関ベルにおける
視認性を高めるための黄色シールの貼り付け，④照明
による休憩合図の提示，⑤トイレ内の懐中電灯の設置，
⑥業務用机上の電気スタンドの設置，⑦データ入力時
のルーペの使用の推奨が挙げられた。一方で，雇用主
は，利用可能な支援である職業準備支援のための職場
適応援助者（ジョブコーチ）支援事業等の事業の準備
ができておらず，これらの支援を受けることができず
にいたという課題が指摘されている。
　松谷（2015）は，アッシャー症候群があり離職に至っ
た３事例を整理している。１事例目は，視野が狭くな
り通勤が困難になった後に，網膜色素変性症の進行に
より業務遂行に時間を要するようになった。本事例は，
最終的に社長から危険であることを理由に離職を促さ
れ，実際に離職に至っている。２事例目は，印刷会社
で勤務していたが，通勤の困難さや，網膜色素変性症
の進行により，パソコン画面が見えにくくなったこと，
社内での移動の困難になったことから離職に至ってい
る。通路を広くするように会社に要求したが受け入れ
られなかった上に，会社と親による話し合いの結果，
本人の意思は考慮されず離職が決定されたと述べられ
ている。３事例目は，パソコン入力等の業務を行なっ
ていたが，表現障害になり，服薬の副作用から遅刻す
ることが多くなった。視覚障害の進行が原因で単独移
動が困難になったが，「過保護は良くない」という理
由から単独で通勤を行なっていた。結果的に，網膜色
素変性症の進行から通勤および業務遂行が困難である

と感じ，自ら離職を申し出た。これらの就労継続事例
および離職事例から，職場における配慮の重要性が窺
えると同時に，雇用者側のニーズを整理し，雇用者支
援の充実を図る必要があると考えられる。
２．海外における就労の実態と就労事例
　European Deafblind Indicators (2014) は，欧州の
27地域（25か国，スペインカタルーニャ州およびス
コットランドはそれぞれ一地域とみなされた）に対
して，大規模な実態調査（Mapping opportunities for 
deafblind people across Europe）を行っている。就
労に関する項目では，７地域のみが回答し，多くの地
域でその実態が不明であることが窺える（Table 4）。

Table 4　欧州における盲ろう者の就労の実態
（European deafblind indicators, 2014）

　ポーランドにおいては，労働年齢の盲ろう者の90%
が一般就労を実現していると言われているが，就労の
機会はあっても，興味の持てない就労内容であること
や，低賃金であることもあり，盲ろう者が就労に対す
る不安を抱えている可能性が指摘されている。これら
のことから，欧州の就労に関する課題として，①政府
や盲ろう者支援団体，雇用者がより精度の高い実態調
査を行う必要があること，②盲ろう者支援団体は，社
会的企業や，雇用者，民間非営利団体と共に就労の場
における意義深く利益のある経験を蓄積できる機会を
増加させること，③パーソナルアシスタントが必要な
場合にそのニーズを政府が満たす必要があること，④
盲ろう者が職場でのスキルや洞察を得るためにワー
クショップを開発し充実させる必要があること，⑤
盲ろう者支援団体によるマニュアル等の人材ツール
キットの開発により，雇用者の盲ろう理解や支援を
促進する必要があることが指摘されている (European 
Deafblind Indicators, 2014) 。
　英国においては，これらの課題に対し，先駆的に取
り組んできていると考えられる。例えば，政府による
就労支援制度 Access to Work や，盲ろう者支援団体
Sense による就労支援のための手引きの提示が挙げら
れる。Access to Work は，英国において，通勤や就
労場面における障害者のニーズに応じた実践的な支援
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に必要な金額を政府が負担するというものである。公
共交通機関を利用できない場合のタクシーの運賃や，
通訳またはノートテイクの利用にかかる費用，サポー
トワーカーやジョブコーチにかかる費用等が対象とな
る。Sense の示している手引きの中では，本制度によ
り就労を実現している２事例が紹介されている。
　事例【a】は，情報技術の分野での就労を目指して
おり，就労先が決まるまでの期間には，ボランティア
活動や，トレーニングコースの受講を通して自身のス
キルアップを図っていた。就労先が決まった後には，
就労開始前から雇用者により必要とされる合理的配慮
について協議がなされた。雇用者は，ニーズを把握す
るための会議を毎月継続している。コミュニケーショ
ンについては，同僚がノートテイクをしており，ネッ
トワーク作りを必要とする会議には通訳者が派遣され
ている。Access to Work を利用し，通勤のためのタ
クシーの利用や大きなスクリーンモニターを使用して
いる。
　事例【b】は，大企業で勤務していたところ，アッ
シャー症候群になり，離職を考え不安を感じていたが，
上司の理解と柔軟な対応により，就労を継続している。
Access to Work により，朝の通勤の際のタクシー費
用が負担されている。夜盲症であることから，明るい
時間に通勤できるように勤務時間変更による配慮を得
ている。
　これらの２事例から，Access to Work による費用
の負担により，雇用者の負担が軽減している可能性が
窺える。また，制度だけでなく，雇用者からの障害に
対する理解により，盲ろう者の就労継続が実現してい
る点では，我が国における松谷（2009, 2010）の事例
と同様であり，盲ろう者の就労継続においては，雇用
者の理解が必要不可欠であることが改めて窺える。
　米国においては，“the fi rst National Transition 
Follow-Up Study of Youth with Deaf-Blindness 
(Petroff , 2001)” において学校段階修了後に就労してい
る盲ろう者は18%だったが，“A National Transition 
Follow-Up Study of Youth with deaf-Blindness 
(Petroff , 2010)” においては37%まで増加している。
　Stoff el (2012) は，米国居住者を中心とした12名の盲
ろう者の経験を収集し，テーマごとに分類している。

「キャリア（Careers）」の章においては，実際に就労
している，または，就労したことがある盲ろう者の具
体的な経験が記されている。各事例の障害の程度によ
る分類と職種について，Table 5に示した。これらの
事例のうち，本稿では，学校段階修了後の盲ろう者の
就労率の増加に向けた示唆を得るために，（１）盲ろ
う者の就労に至るまでの経験，（２）雇用者の理解や

配慮が就労継続を後押しした経験，（３）配慮の不足
によって離職に至った経験に焦点を当てる。

Table 5　就労体験談で言及された職種（Stoff el, 2012）

（１）就労に至るまでの経験
　それぞれの事例で，就労に至った過程は様々である。
例えば，事例【A】においては，知的・発達障害の子
どもの指導をするために，大学で教育について学んだ
後に，様々な学校に履歴書を送付し，そのうちの12校
の面接を受けたと述べている。全て就労には至らな
かったが，その後転居した先が教員の転職率が高かっ
たため，希望した小学校で特別支援教育教員として就
労することができている。同様に，事例【C】は，スクー
ルサイコロジスト（臨床心理士）になるために，大学
で学んだ後に70以上の履歴書を送付し，そのうちの２
校で面接を受け，就労に至っている。また，事例【H】は，
大学４年の時に，Federal Workforce Recruitment 
Program に応募し，このプログラムを通して連邦航
空局での就労に至っている。
　これらの事例から，自ら就職活動を行なった盲ろう
者は健常者と同様に求人を確認し，希望する就労先に
履歴書を送付し，選考に進んでいることが窺える。そ
の過程で得られた支援については，就労活動支援プロ
グラム以外には特に記述されていない。盲ろう者がど
のように求人情報を得ているのか，またそれらに対す
る支援があるのかに関しては不明である。
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（２）雇用者の理解が就労継続を後押しした経験
　いくつかの体験の中では，職場から得られた合理的
配慮について触れられている。事例【A】が学習セン
ターのチューターとして就労した際には，上司から生
徒に対して自身の障害のことや，どのように話すと
聴こえやすいかについて説明するように促された。そ
れでも生徒の声が聴こえにくい場合には，生徒が筆談
で伝えるという方法をとった。また，他の生徒と離れ
た机の配置にすることで雑音を軽減させた。就労開始
直後に受けた手術により視力が低下した際には，拡大
鏡を使用し始めたが，上司に特に何も指摘されなかっ
たことも嬉しかったこととして述べられている。事
例【A】は，これらの合理的配慮を得られたことから，
本職場での就労はとても充実していたと述べている。
同様に，職場とのやりとりの中で配慮を得られた事例
として，事例【F】の財務省での書類整理係の経験が
挙げられる。事例【F】は，特に視覚障害に関する支
援が必要であったが，窓の近くの席で眩しかった際に，
暗めの色合いに変更して欲しいことや，事務所の天井
の電気の光が眩しく目が痛くなることを伝えていた。
それらは，すぐに雇用者によって改善されている。視
力の関係から，明るい時間に運転したいことを伝えた
際にも，出勤および退勤時間を変更するといった配慮
がなされた。一方，電気の色を他の部屋と同様の落ち
着いた色合いにして欲しいことを伝えた際には導入さ
れなかった。この経験について当事者は，本当に必要
であるかを見極めて配慮を検討してもらえたと肯定的
に捉えている。
　障害や病気の進行により，就労継続が難しくなる場
合があるが，理学療法士兼受付係として勤務していた
事例【I】の雇用者は，就労内容を変更することで就
労継続を後押ししている。事例【I】は，聴力と平衡
感覚を失うにつれて，電話対応や患者と歩くことが困
難になったが，雇用者が別の電話対応スタッフを雇い，
理学療法士のみとして就労できるよう就労内容を変更
している。また，めまいがひどく，コミュニケーショ
ンをとることすら難しくなった際には，就労内容を患
者に関する情報のデータベース作成に変更している。
　これらの事例は，雇用者の盲ろう者に対する理解
が，個々のニーズに応じた配慮につながっていると言
える。その結果，盲ろう者は，障害の程度が変化して
も就労を継続することができていた。
（３）配慮の不足によって離職に至った経験
　適切な合理的配慮が得られなかった事例として，臨
床心理士として就労した事例【G】は，聴力に関する
困難さを感じたため，合理的配慮の提供を依頼したが，
なかなか合意形成に至らなかった。しかし，対応の遅

さから，団体代表者に相談したところ，即座に磁気ルー
プシステムが導入された。導入後においても，一部の
職員の中にはマイクを使用しない者もいたと述べられ
ている。さらに，印刷物が読みにくくなった際に，コ
ンピューターにデータを読み込むためのスキャナーの
導入をお願いしたが，CCTV が導入され，自身の視
野に合わなかった経験についても述べている。これら
の合理的配慮の不十分さは，盲ろう者の就労継続を難
しくしていると考えられる。その他にも，管理職等の
上層部の異動や待遇に関して差別を感じたことから離
職に至っている例がある。例えば，事例【C】は，学
校の教育行政が変更された際に，学校が自身の雇用に
対して協力的でなくなり，結果的に離職せざるを得な
い状況になったと述べている。事例【A】においても，
学習センターでの就労を出産後に再開した際には，マ
ネージャーが変わり，障害への理解がなく，障害を理
由に業務量を減らされる等の差別を受けたと述べてお
り，その後離職に至っている。
　これらの離職事例から，障害の進行により就労継続
が困難になった我が国における事例（松谷，2015）の
ように，職場の上層部等の変更により配慮を得難くな
る可能性がある。盲ろう者の支援と同時に，雇用者を
支援する制度や，盲ろう専門家や盲ろう支援団体等と
の連携による雇用者の継続的な支援が必要であると考
えられる。
３．学校段階における就労を見据えた指導
　国内外問わず，学校段階における就労を見据えた指
導についてはあまり議論されてきていない。Petroff  
(2010) は，依然として60%が就労していない現状に対
して，学校段階における就労経験や，地域社会にお
ける就労のためのトレーニングの必要性を指摘してい
る。Cmar, McDonnall, and Markoski (2017) は，学校
段階修了後の盲ろう者の就労機会増加のために必要な
事項として，①専門家が保護者に対して，子どもの就
労の可能性について教育すること，②高校段階で有給
の就労経験を積むこと，③早期のキャリア教育が必要
であることを指摘している。特に③に関しては，盲ろ
う者のコミュニケーションの困難さや，偶発的な学習
の不十分さから，子どもが早期的に仕事に気づくこと
や，就労に必要な条件を発達させることが必要である
と述べられている。さらに，高校段階から継続的な就
労に向けた就労教育サービスを高校のカリキュラム
の中に取り入れることも重要であると言及している 
(Cmar et al., 2017)。
　また，Zatta and McGinnity (2016) は，学校段階か
ら学校修了後の移行計画において含まれるべき領域に
ついて整理している。具体的には，①職業教育および
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就労について，②大学や成人教育等の中等教育修了後
の教育，③自立した生活，④レクリエーションや余暇
活動等の地域社会活動，を含む必要性が挙げられてい
る。
　我が国においては，雷坂（2012）が，大学進学を希
望する盲ろう生徒に対して，生活適応力に関する評価
を行っている。具体的には，①指導内容やその定着度
および理解度，学力等の評価，②聴覚障害に精通した
特別支援学校教員等による表現力，理解力，学力，社
会性，情緒，生活自立度等の評価，③一般職業適性検
査や，TK 式読み能力診断テスト，S-A 創造性検査等
の検査ツールを使用した進路開拓に向けた評価を実施
している。それらの結果から，教科学習の補完的な指
導や，生活力向上を目的としたカリキュラムを作成し
ている。本事例は，これらの評価の結果から修業年数
を１年延長し，その後大学進学を実現している。
　さらに，河原・林田（2017）は，後期中等教育修了
後の盲ろう者を対象とした日常生活スキル評定尺度の
開発を試みている。その中で，「働くことに関する計画」
という領域では，就労に対する生きがいや誇りに関し
て尋ねる項目や世の中にある職種に関する知識を尋ね
る項目等が挙げられている。その他にも，例えば，「社
会的なかかわり」の領域においては，社会人としての
一般常識や言葉の大切さを理解しているか尋ねる項目
等が挙げられている。
　これらを踏まえて，我が国においても，学校段階か
ら就労に対する知識やスキルを身につけるための早期
的な指導を導入していく必要があると考えられる。

Ⅲ．まとめ

　本稿においては，国内外における盲ろう者の就労実
態を概観し，就労事例を整理した。これらを踏まえて，
我が国における盲ろう者の就労を促進するために，今
後は以下のようなことが求められると考える。
１. 就労している盲ろう者の実態整理
　我が国においては，盲ろう者実態調査等を通して，
就労している盲ろう者数は調査されてきたものの，そ
れぞれの事例の具体的な就労内容等は明らかにされて
いない。盲ろう者数の希少さや，障害の複雑さから，
就労している盲ろう者の事例を具体的に整理し，蓄積
していく必要がある。就労前の取り組みとして，学校
段階におけるキャリア教育や，盲ろう者のスキルアッ
プに関する支援，就労に至るまでに必要な支援の検討
が急務となる。
　また，就労継続中の盲ろう者がどのような配慮や支
援を得て就労を実現しているか整理することで，現在

就労を希望しながら実現できていない盲ろう者や，雇
用者，支援者等に提示し，盲ろう者の就労を実現する
ためのモデルを示すことができると考える。これらが，
現在盲ろう者が就労していない職種においても，盲
ろう者雇用を開始する際の手がかりとなる可能性があ
る。
２．雇用者に対する支援
　国内外問わず，就労継続には雇用者からの理解や配
慮が必要不可欠であり，それらが得られない場合には，
離職につながっている。英国では，Access to Work
の制度や，盲ろう者雇用の手引きが容易に入手できる。
我が国においても，経済的な制度の充実だけでなく，
社会的企業や雇用者，非営利団体等とのネットワーク
強化により，連携して盲ろう者雇用を推進していく必
要があると考える。これらを通して，雇用者に対する
支援の充実を図っていくことが肝要である。
３．学校段階における就労に対する指導
　盲ろう者は，様々な情報や経験を得る機会が少なく
なりがちであることから，早期から就労に関わる経験
や知識の蓄積が必須である。本稿で挙げた海外の事例
の中にも，実際に有給の就労経験がある者や，ボラン
ティア経験，専門分野に関するスキルアッププログラ
ムへの参加経験がある者がいた。このような機会への
参加や，学校段階から就労を見据えた長期的な指導を
行うことで，盲ろう者が社会的スキル等就労で必要な
力や専門的なスキルを身につけることができると考え
る。
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